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は　じ　め　に
　注意欠如・多動症（attention‒deficit/hyperac-
tivity disorder：ADHD）は不注意，多動，衝動
性を 3大症状とし，幼児・児童期に発症する発達
障害である．行動の制御に関連する神経生物学的
な障害である可能性が高く，実行機能の障害，報
酬系の障害，時間感覚の障害が存在するといわれ
ている．また学齢期の子どもの有病率は 3～7％で
あり，従来は成人期になると症状が軽快していく
ものと考えられていた．しかし近年，成人期
ADHDが過小評価されているのではないかと考
えられるようになった．多動症状は目立たなく
なっているが不注意症状，実行機能障害は依然と
してみられ，そのために生活に困難をきたしてい
る患者が多くいることがわかってきた．また成人
期 ADHD患者は抑うつや不安などを併存してい
ることが多く，抑うつや不安を主訴に受診する患
者の中にはその背景に ADHDを有している患者
がみられることがわかってきた．そのために

ADHDは児童精神科医のみが診る疾患ではなく
成人期を対象にしている精神科医にとっても治療
の対象となる疾患となってきた．併存に関しては
別の稿に譲り，ここでは典型的な成人期 ADHD
の臨床像について述べてみることとする．

Ⅰ．成人期 ADHDの疫学
　DSM‒Ⅳ‒TR2）では学齢期の子どもの有病率は
3～7％と考えられているが，2000年代前半までは
成人期 ADHDの有病率に関するデータは乏し
かった．Biedermanら4）は 128人の男児を 4年間
にわたり追跡し，DSM‒Ⅲ‒Rを用いて 5回の評価
を行い，診断基準を満たさなくなることを症候的
寛解（syndromatic remission），閾値下の診断基
準を満たさなくなることを症状的寛解（symptom-
atic remission），GAFスコアが 60以上であるも
のを機能的寛解（functional remission）と定義し，
その年齢依存的な変化を調べた．その結果，成人
までに 60％の ADHD男児が症候的寛解に至るも
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のの，その半数は閾値下の ADHD症状を示して
おり，また機能的寛解に至ったものは全体の 10％
にも満たなかった．不注意，多動性‒衝動性のそれ
ぞれについてみても，不注意症状が持続しやす
く，多動性や衝動性は症候的な寛解に至りやすい
ものの，機能的水準でみると，いずれの症状も寛
解に至る者は 10％に過ぎなかった．このことから
ADHDと診断された多くの児童が成人期におい
ても日常生活の困難をきたしていることが示唆さ
れた．
　その後 Fayyadら8）は米国，ヨーロッパ，中東
など 10ヵ国，11,422人を対象とした国際共同研究
で成人期 ADHDの有病率を 3.4％と報告してい
る．国別ではスペインが 1.2％であるのに対して
米国は 5.2％，フランスは 7.3％であり，国よって
大きく異なっていた．この背景には地域，文化的
に求められる落ち着きや注意深さなどの違いが関
連しているのではないかと考えられる．日本にお
いては内山ら9）が静岡県浜松市の 18～49歳の男女
10,000人を対象とし，疫学調査を行っている．そ
の結果，成人期のADHDの有病率を 2.09％と推定
した．また平成 24年 5月の日本学生支援機構の調
査6）では全国の大学生（短期大学，専門学校を含
む）32万人のうち何らかの障害を有している学生
は 0.37％の 11,786人であり，そのうち診断書を有
している発達障害者は障害者の 16.0％であった．
つまり大学生にも発達障害を有している学生は多
数いることがわかった．

Ⅱ．成人期 ADHDの臨床特性
　成人期 ADHDでは，不注意症状はより大きな
影響を伴って持続することが多いのに対して，多
動症状は時を経るにしたがって減弱するか異なっ
た形で発現する．成人に多くみられる不注意症状
は会議や事務処理で注意を持続できなかったり，
やるべき仕事を先延ばしにしたり，仕事が遅く，
非効率的であったり，ある業務をしていても別の
ことを思いつくと中途でその業務を放り出してし
まったり，物をよくなくしたり，約束を忘れてし
まったり，時間を守れなかったりする．

　成人に多くみられる多動症状は過剰におしゃべ
りであったり，内的に落ち着きがなかったり，感
情が高ぶりやすかったり，貧乏ゆすりなどの目的
のない動きをする．衝動性に関しては易刺激的で
短気であり，衝動的に転職したり，運転中にス
ピードを出し過ぎたり，交通事故をよく起こした
り，危険なセックスに走ったりする．それらを併
せて多くみられる症状として，①学業・業務成績
不振，②情緒不安定，③対人関係困難，④適応障
害などが認められる．
　成人期 ADHD症状の特性として，①計画性や
構造化スキルが乏しい，②落ち着きがなく注意散
漫，③記憶力が悪い，④情緒的苦痛や欲求不満が
多く，ストレス耐性が低い，⑤自尊心が低下して
いるなどが挙げられる．また併存症が多いため
に，主訴が ADHD症状でなく見逃されやすい．
さらに小児期から症状は持続しているために，
ADHD特性が本人の個性となっていて疾患の症
状とは考えにくくなっていることも ADHDが見
逃されやすい要因になっている．そのように成人
期まで治療されなかった ADHD患者では留年，
十代での妊娠，性感染症，物質乱用，交通事故，
職の解雇，逮捕歴などが多いとされている．

Ⅲ．成人期 ADHDの診断
　成人期 ADHDの診断は DSM‒53）の診断基準に
従って診断されるのが原則である．DSM‒5では
成人用の例が掲載されており，DSM‒Ⅳに比べる
と診断しやすくなっている．また DSM‒Ⅳでは発
症が 7歳以下でみられることが条件であったが，
DSM‒5では 12歳未満に変更になっている．また
自閉スペクトラム症との併存が認められるように
なったのも大きな変更点である．また本邦では，
半構造化面接による成人期 ADHDの診断尺度と
して Conners成人期 ADHD診断面接（Conners’ 
Adult ADHD Diagnostic Interview for DSM‒Ⅳ‒
TR：CAADID）の日本語版7）が日常臨床で使用可
能である．CAADIDはDSM‒Ⅳ‒TRのADHD診
断基準に基づいて作成されている．パートⅠと
パートⅡの 2部構成となっており，パートⅠでは
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家族歴，既往歴，生活歴，現病歴を詳細に面接す
る．パートⅡでは DSM‒Ⅳに沿って，過去（児童
期）と現在とに分けて面接を行う．そして過去と
現在の両方で ADHDの診断を満たす場合に成人
期 ADHDと診断する．
　ADHDの症状評価尺度として子どもでは
ADHD‒RSが一般的に使用されているが，成人で
は使用しにくい．成人の場合にはConners成人期
ADHD評価尺度（Conners’ Adult ADHD Rating 
Scale：CAARS）の日本語版5）が挙げられる．
CAARSは 18歳以上の ADHD症状評価および治
療効果を評価するための補助手段として広く使用
されている評価尺度である．またスクリーニング
検査として Kesslerらが世界保健機構（WHO）と
の共同で開発した Adult ADHD Self Report 
Scale‒v1.1（ASRS‒v1.1）1）がある．全 18問中，
パート Aは ADHDの診断を最も鋭敏に予測する
6問から構成されていてこのうちグレーで色づけ
した回答欄に 4つ以上チェックがついている場
合，ADHDの可能性が高くなるのでさらなる診察
が必要となる．自己チェック式できわめて簡便な
検査であるが，あくまでもスクリーニング用であ
りこれで診断はできないことは認識しておく必要
がある．

Ⅳ．成人期 ADHDの鑑別診断
　ADHDに認められる症状は他の多くの精神疾
患でもよくみられる症状でもある．そのために丁
寧に鑑別して過剰診断にならないように気をつけ
なければならない．鑑別診断において，①小児期
から症状は慢性的に継続している，②単なる横断
的診断では安易に ADHDと診断されるリスクが
あるため，縦断的な経過観察が不可欠である，③
症状が複数の場面でみられる，④家族，友人，職
場の同僚などの第三者からの情報が不可欠であ
る，⑤鑑別すべき疾患は同時に併存しやすい疾患
であることも多い，⑥服用している薬物や嗜癖に
ついて十分な情報を聴取する必要があるなどが挙
げられる．
　鑑別すべき疾患として，身体疾患では甲状腺疾

患，脳外傷，てんかん，脳腫瘍などがあり，精神
疾患ではうつ病，双極性障害，不安症，自閉スペ
クトラム症，パーソナリティ障害，睡眠障害，統
合失調症，認知症，薬物による ADHD症状など
がある．
　うつ病では集中困難，注意力の低下，いらいら，
気分の易変性，業務の完遂困難などは ADHDと
共通の症状であるが，うつ病の場合はそれらの症
状はうつ病エピソード時に限定されているが，
ADHDでは慢性的に症状が持続していることが
鑑別点となる．双極性障害では活動性の亢進，多
弁，不注意，衝動性，易刺激性などが共通の症状
であるが，双極性障害では気分の高揚，誇大性，
観念奔逸がみられるが ADHDではみられない．
また双極性障害では症状は寛解期にはみられない
が ADHDでは慢性持続的にみられる．
　自閉スペクトラム症との共通症状も多いが，自
閉スペクトラム症の方が社会的に孤立していて，
コミュニケーションが困難であり，字義通り性や
強いこだわりもみられることが鑑別点となる．境
界性パーソナリティ障害では情緒的な不安定，衝
動制御困難，認知的不安定，物事を整理できない
などが ADHDと共通しているが，境界性パーソ
ナリティ障害では部分対象でしかみず，見捨てら
れ不安が強く，そのために他者を操作しようとす
るが ADHDではそのようなことが少ないのが鑑
別点となる．また睡眠障害でも日中には不注意，
集中困難，落ち着きのなさなどがみられるので注
意を要する．

お　わ　り　に
　高機能自閉スペクトラム症や ADHDなどの知
的障害のみられない発達障害という概念が浸透
し，精神医学において大きな変革がもたらされ
た．これはパーソナリティ障害という概念が
DSMによってもたらされたときと同じ様相を呈
している．この新しい概念を用いることで患者の
理解が深まってきたことは事実である．しかし発
達障害は個性と捉えてよいレベルから障害のレベ
ルに至るまでスペクトラムとして存在する．目の
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前の患者を理解する上で役に立ち，社会で適応し
やすくなるときに使用される診断名であり，過剰
に診断され，単なるレッテル貼りとならないよう
に気をつけなければならない．

　なお，本論文に関する利益相反として，日本イーライリ
リー株式会社より会議謝金・講演料を受けている．
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Clinical Picture of Adult Attention—Deficit／Hyperactivity Disorder

Junzo IIDA

Nara Medical University Faculty of Nursing Department of Human Development

　　Attention‒deficit/hyperactivity disorder（ADHD）is conventionally considered a children’s 
disorder in which the symptoms naturally disappear with age. However, in reality, the func-
tional remission rate is about 10％ even in adulthood, and we have come to understand that 
75％ of people with ADHD in childhood experience a continuation of symptoms through adoles-
cence. Epidemiological studies have reported a global prevalence of 3.4％ for adult ADHD. The 
central distinctive feature of adult ADHD is attention deficit, while hyperactivity and impulsiv-
ity weaken or manifest differently over time. Additionally, since symptoms continue from child-
hood, the characteristics of ADHD become part of the personality of the individual, making it 
difficult to think of traits as symptoms. Therefore, with adult ADHD and its traits in mind, 
diagnosis should be made with due care and attention, especially as some of the symptoms of 
ADHD can also be seen in a number of other mental illnesses. Caution should be exercised in 
the differential diagnosis of ADHD in order to avoid over‒diagnosis.
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